
強度行動障害支援プロジェクトチームの活動報告 

【テーマ】福祉分野の人材育成と支援ニーズの整理及びその取組について 

 

1. 背景 

第 7 期障害福祉計画、第 3 期障害児福祉計画にかかる基本方針において、令和 8 年度末までに「強度行動障

害を有する者に関し、各市町村又は圏域において支援ニーズを把握し、支援体制の整備を進めること」が明示さ

れた。 

これを踏まえ、地域生活支援部会の取り組みとして、静岡市障害者自立支援協議会部会等設置要綱の第 8 条に

基づき、第 1 回自立支援協議会（令和 6 年 7 月 26 日）にて強度行動障害支援のプロジェクトの設置承認を経

て、活動を開始した。 

 

2．取り組み 

【令和 6 年度：人材育成の課題（PT のまとめ）】 

（１）人材育成のイメージを作成 

 →経験年数に合わせた段階的な人材育成研修（専門性やスキル）をイメージ 

（２）強度行動障害者支援を行うチームに必要な知識の整理 

 

【令和７年度：実態調査】 

（１）アンケート調査について（期間：6/9～6/30 回答数：２７６人） 

• 支援の属人化とバラつき：多くの現場で支援が個人の知識やスキルに依存しており、マニュアルの形骸

化や教え方のバラつきが見られる 

• チーム支援の困難さ：強度行動障害の状態にある人の支援には統一された支援が不可欠だが、多忙によ

り研修時間が確保できない、外部研修の学びを組織内で共有・実践する環境が不足しているなどの課題

がある事がわかった 

（2）ヒアリング調査について（期間：8 月～9 月 対象事業所数：20 事業所） 

• ヒアリング回答の傾向 

新任職員は OJT で知的障害や自閉症のことを学ぶことが事業所で共通の認識であることが伺えた。 

国は、強度行動障害支援者養成研修（以後、養成研修と記載）は実務経験がない職員でも受講できるよう

な内容にしているが、静岡市内の福祉事業所では、ある程度の経験を積んだ職員を受講させる傾向がみら

れる。また、養成研修を受講した職員がいても、「チームとして一貫した支援」に課題を抱えている傾向も

確認できた 

 

3．課題及び対応する支援体制について提案 

 強度行動障害の状態にある人への支援は、特別な支援ではなく「標準的支援（※1）」であり、個人対応ではな

く、人材育成とチーム支援体制の構築を中核とすることが重要である。そのためにこれまでを踏まえて、下記の

ような提案をする 

※1…標準的支援：障害特性を踏まえた機能的アセスメント（※2）を行い、強度行動障害を引き起こしている

環境を調整する支援 

※2…機能的アセスメント：課題となっている行動がどのような意味（機能）を持っているか調べる 

 

• ポイント 1：予防的支援の拡大と共通理解の形成 

乳幼児期・学齢期など早期に標準的支援を行うことが、強度行動障害の予防に繋がる 

ライフステージを通じ共通する支援技法や特性など、共通理解を形成していくための研修が必要である 

 



 

• ポイント 2：強度行動障害のある児者への支援体制 

サービス管理責任者等の管理者や強度行動障害支援者養成研修（基礎・実践）修了者を中心としたチー

ム支援体制が不可欠である。支援手順書や氷山モデルを活用した統一した支援を行うことが重要。障害

者本人の安心や支援の質の安定だけではなく、支援者の孤立や燃え尽き防止にもつながる  

 

• ポイント 3：支援者を育成するトレーナー層の育成  

経験年数や個々の支援力に応じた段階的な人材育成及びチームの体制づくりが必要である 。中期的に  

は中級支援者層を厚くし、地域の支援力の底上げを図るため、OJT やコンサルテーションを担う地域の

人材育成が必要となる 。 

 

4. まとめ・実装に向けた役割分担と支援体制の補足 

• 人材育成を階層別に整理し、研修情報などを体系的に提供する体制を構築すること  

• 中級支援者の層を厚くすることを中期的な取り組みとして、OJT やコンサルテーションを含めた実践的

な取り組みを行うこと 。（座学での学びを現場に落とし込み波及させるための仕組みづくり） 

• 強度行動障がい者支援施設等サポート事業については、一定の効果が確認されたものの、活用のしやすさ

や運営面の課題も指摘されており、これまで述べた提案等を踏まえた検討を行い、人材育成の取組として

継続されることが有効である。 

 

(1) 事業所に求められる視点  

• 個人任せではなくチームとして統一した支援を行うこと 

• 支援手順書や記録を、支援を支えるツールとして継続的に活用すること 

• 実直で継続的な実践と、困難時に相談できる体制づくりを行うこと 

(2) 関係機関との連携に関する視点  

• 事業所、学校、医療機関、相談支援機関等が連携し、支援が分断されない体制を整えること 。 

• それぞれの強みを活かした役割分担と情報共有を行い、単独で抱え込まないこと 。 

• 支援者同士が学び合い、支え合う人材ネットワークを構築すること 。 

(3) 市（行政）に求められる視点  

• 自立支援協議会等の場を活用し、地域全体の支援体制の整理と調整を進めること 

• 支援につながっていない本人・家族を把握し、相談支援機関等と連携してフォローすること 

• ライフステージを通じた切れ目のない支援が行われるよう、福祉・教育・医療の連携を図る制度運用に

ついて周知・整理を行うこと 



強度行動障がい者支援
プロジェクトチームの活動報告

静岡市障害者自立支援協議会
地域生活・移行支援部会
強度行動障がい支援プロジェクトチーム



背景

第７期障害福祉、第３期障害児福祉計画にかかわる基本方針にお

いて、令和８年度末までに「強度行動障害者に関し、各市町村又は圏

域において支援ニーズを把握し、支援体制の整備を進めること」が明

示された。

これをふまえ、地域生活支援部会の取り組みとして、静岡市障害者

自立支援協議会部会等設置要綱の第８条に基づき、令和６年度第１

回自立支援協議会（令和６年７月２６日）にて強度行動障がい者支援

のプロジェクトの設置承認を得て活動を開始した。



静岡市の現状
備考静岡市の強度行動障害のある方の現状

=①+②行動関連項目18点以上60人

者

中核的人材＋18点以上（区分６）の該当者 重度加算Ⅱ＋＠行動関連項目18点以上＋区分６48人①

中核的人材＋18点以上（区分４以上）の該当者 重度加算Ⅲ＋＠行動関連項目18点以上＋区分５12人②

入所、GH行動関連項目18点以上＋区分６36人

入所、GH行動関連項目18点以上＋区分５3人

在宅行動関連項目18点以上＋区分５、６21人

重度加算対象者含む＝③＋④＋11人（区分３以下）＝市内強行対象者行動関連項目10点以上646人

重度加算対象者Ⅱ行動関連項目10点以上＋区分６321人③

重度加算対象者Ⅲ行動関連項目10点以上＋区分４以上314人④

入所、GH行動関連項目10点以上354人

在宅行動関連項目10点以上292人

放デイ利用者のみ、児発は該当者なし、入所は契約に該当者なし強度行動障害加算対象者27人児

（基準日：令和6年3月31日 障害福祉企画課調べ）



目的

静岡市として、強度行動障がい者支援のために人材育成と支援ニ

ーズ把握に焦点をあてて支援体制を整備する

・現状の整理（研修の整理、障害者手帳データの確認）

・支援ニーズ調査、課題の整理 など



取り組み

令和６年度の取り組み

• 人材育成のイメージを作成

令和７年度の取り組み

• 強度行動障害者支援を行うチームに必要な知識の整理



令和６年度の成果

本プロジェクトチームにおいて、強度行動障害支援者の課題として、

関連する研修が多くあるものの、体系的に整理されていないことが明

らかとなった。

そのため強度行動障害支援者養成研修（基礎研修・実践研修）を核

として、支援者と研修の難易度等がマッチングできるように、整理をし

た。



令和６年度の成果

1）人材育成のイメージを作成
→それに合わせた段階的な研修をイメージ

既存の研修で賄える部分と足りていない部分がある
2）強度行動障がい者支援施設等サポート事業（静岡市の事業）の

評価
→ほかの研修との連動や目的・対象のあいまいさなど実施方法に

課題もみえた
3）数字から見える状況について検討

→静岡市の全体像が数字としてとらえることができる

強度行動障害の状態にある方の人数の把握ができているが、支援に結び
ついているかは不明



令和６年度の成果



令和７年度の成果

令和６年度の取り組みを、さらに発展させ人材育成のイメージを提

案・提言できるように、以下の方法で実態調査を実施した。

1. アンケート調査

2. ヒアリング調査

上記の調査について、以降のシートで報告する。



1.アンケート調査

１）アンケート実施期間
令和7年6月9日～令和７年6月30日（約3週間）
アンケート回答方法：グーグルフォーム

2）対象：市内の障害福祉事業所全て
１つの事業所から「管理者またはサービス管理責任者・
児童発達支援管理責任者」、「現場チームリーダー」、
「現場新人（最も経験年数が浅い職員）」の３名から回答いただ
くよう依頼した。
⇒回答数：276件



回答事業所種別（多機能事業所は、重複して計上）

・共同生活援助：35件（20事業所）

・入所施設：18件（7事業所）

・居宅介護・訪問介護：4件（2事業所）

・生活介護：34件（16事業所）

・就労継続支援事業所（A・B）：83件（43事業所）

・自立訓練：6件（2事業所）

・就労移行：5件（4事業所）

・療養介護：3件（1事業所）

・児童発達支援事業所：19件（11事業所）

・放課後等デイサービス：73件（34事業所）

・計画相談：1件（1事業所） ※回答を統計には含めず、コメントを抽出。

カテゴリー：入所

カテゴリー：日中支援

カテゴリー：
児発・放デイ



アンケート調査
人材育成について
育成上の課題や研修に関して



【特徴】
・共通の課題：「マニュアルや人が固定せず教え方にバラつきがある」、「上手な支援が他職員に伝わっていない」
・成人の事業所：「職員同士で支援方法が統一されていない」、「忙しくて研修の時間がつくれない」
・入所施設：「新しい制度や知識を職員が共有できない」、「OJTのみで専門性を高める研修会がない」
・児発・放デイ：「新しい制度や知識を得られない」との回答が成人の事業所に比べて高い



専門性の向上方法（障害別）：管理者回答

【特徴】
・成人の事業所では、知的障害の外部研修への参加率は高いが、発達障害の外部研修への参加率は低い傾向がみられている。
・身体障害に関しては、外部研修への参加率が少ない。
・どの事業所種別でも発達障害の外部への参加率よりも事業所内研修の開催の割合が高い。
・どの事業所種別でも強度行動障害の外部研修への参加率に比べ、強度行動障害の事業所内研修を実施している割合は低い。
【考察】
・身体障害に関しては、OJTにて知識とスキルの育成が主流となっている可能性が伺える。
・入所施設においては、発達障害（特に自閉症）については強度行動障害の研修で学ぶ傾向も考えられる。

・強度行動障害支援者養成研修を受講しても、事業所内でその知識を共有する機会が設けられていない可能性が考えられる。外部研
修の報告会として事業所内研修を実施していると想定した場合、事業所内研修の開催割合が「児発・放デイ＝61％」、「日中支援＝
77％」、「入所＝68％」と低く、事業所内で知識やスキルが共有できていない課題があるのではないか。



研修受講の意向：管理者回答

【特徴】
・管理者自身も外部研修への参加意欲が高く、事業所内研修の開催も意欲的な傾向がみられる。

・従業員の育成に関しては、更なる知識やスキルアップを期待している（必要と捉えている）が、成人の事業所では外部研修
への参加が難しいと捉えている実態があることも確認できた。



研修受講の意向：チームリーダー回答

【特徴】

・従業員の育成に関しては、更なる知識やスキルアップを期待している（必要と捉えている）が、成人の事業所では外部研修
への参加が難しいと捉えている実態があることも確認できた。
・管理者の回答に比べチームリーダーは、外部講師を呼んで事業所内研修の開催を希望している割合が高い。



【管理者とチームリーダーの回答を比較】
・管理者が考えるよりも現場は外部研修への参加が可能と捉えており、管理者とチームリーダーの

間でも認識に大きな差がみられた
・管理者とチームリーダーともに、人材育成のための機会は十分ではないと捉えている
・事業所内研修で職員の専門性を高めたいといった意識が高い

職員の研修参加に対する職務上位者の意向

管理者回答

チームリーダー回答



人材育成の課題（まとめ）

【考察】

管理者回答からは、「マニュアルや人が固定せず教え方にばらつきがある」「上手な支

援が他職員に伝わっていない」といった声が多く、支援の質が個人の知識や経験に依存

している可能性がうかがえた。この背景には、効果的な支援について「なぜうまくいってい

るのか」「どの要素が支援効果を高めているのか」といった分析や共有が、事業所内で十

分に行われていない状況がある可能性が考えられる。

また、「忙しくて研修の時間が確保できない」との回答は成人の事業所で多く、外部研修

を受講しても事業所内での共有や実践に結びつきにくい状況が見えてきた。研修で得た

知識やスキルを現場で活かすためには、個人の努力に依存するのではなく、事業所内で

学びを共有・実践できる環境づくりや仕組みが必要である。これらの課題は、特定の事業

所に限られるものではなく、静岡市内の障害福祉事業所に共通する人材育成上の課題

として整理できる。



関心のある研修テーマ：管理者回答

【特徴】

・令和6年度の障害福祉サービス等報酬改定に伴い、障害児福祉サービスでは５領域のアセスメントが義務化された。そのた
め、児発・放デイでは子どもの発達や５領域のアセスメントに関しての関心が高く出ている。
・知的障害と発達障害に関しては共通で関心が高いテーマとなっている。



関心のある研修テーマ：チームリーダー回答

【特徴】

・令和6年度の障害福祉サービス等報酬改定に伴い、障害児福祉サービスでは５領域のアセスメントが義務化された。そのため、
児発・放デイでは子どもの発達や５領域のアセスメントに関しての関心が高く出ている。



関心のある研修テーマ：新人回答

【特徴】

・令和6年度の障害福祉サービス等報酬改定に伴い、障害児福祉サービスでは５領域のアセスメントが義務化された。管理者
やチームリーダーとは違い、子どものアセスメントを担当しない新人職員の場合には５領域の関心は低く、支援にすぐ活かせる
子どもの発達への関心が高く出ている。



関心のある研修テーマ（まとめ）
【考察】

・管理者は、応用行動分析やアセスメント、支援計画作成など実務に直結するテーマへの関
心が高い一方、基礎的な内容への関心も一定程度高く、現場職員にはまず基礎を重点的
に学んでほしいという意向がうかがえた。

・一方、「環境の構造化」については、いずれの階層においても関心が高いとは言えず、必要
性や具体的な実践方法について十分に理解が浸透していない可能性が考えられる。

・入所施設では、他の事業種別と比べてソーシャルスキルトレーニングへの関心が低い傾向
がみられ、現在の生活の安定や維持に重点が置かれ、新たなスキル獲得を目指す視点が
持ちにくい状況がうかがえた。

・また、入所施設では新人職員における社会福祉理念への関心が低い傾向がみられ、閉鎖
的になりやすい環境の中で、支援の意義や価値を学ぶ機会が不足している可能性が示唆
される。

・全体として、研修で学んだ内容をすぐに現場で活用できるテーマへの関心が高く、制度や理
念など実践に結びつけにくいテーマへの関心は相対的に低い傾向がみられた。一方で、管
理者やチームリーダーの中には、こうしたテーマについて外部研修等を通じて体系的に学
ばせたいと考える層も一定数存在しており、事業所内研修と外部研修を組み合わせた人材
育成の必要性がうかがえる。



アンケート調査
強度行動障害児者の支援
受入状況と支援の課題



強度行動障害者受入状況の対比

【特徴】
・管理者に比べ、チームリーダーは強度行動障害の方の受入れが可能と捉えている傾向がどの事業所種別でもみられた。

管理者回答

チームリーダー回答



受入れが不可能な理由



強度行動障害者受入中の支援課題
管理者回答

チームリーダー回答



強度行動障害支援者養成研修基礎研修の受講状況

【考察】

強度行動障害の方を受け入れている事業所が抱える課題には「人材不足」や「知識・スキルの不足」と回答が多い。同じ知識を持
った人材を増やすためにも強度行動障害支援者養成研修を受講することは重要な機会である。しかし、回答された修了者数と受
講予定者数から、強度行動障害支援者養成研修が各事業所内で十分に周知や活用がなされているとは言い切れない状況があ
ると予想される。

強度行動障害児・者の支援を行うためには、チーム支援が必須である。また、これから強度行動障害の方を受け入れを促進する
ためにも、この研修の受講は共通認識・共通言語を得るうえで重要な機会である。管理者にこの研修が認知されていない実態や、
チームを作るために必要な研修を従業者に受講させようという意識が低いことも今回のアンケート調査によって浮き彫りになった。

チームリーダー回答

人受講予定

人受講予定

（事業所内の受講予定数）

管理者回答



【アンケート調査のまとめ】

• 管理者回答から、「マニュアルや人が固定せず教え方にばらつきがある」、「上手な

支援が他職員に伝わっていない」といった声が多く、支援が個人の知識やスキルに

依存している可能性がうかがえた。

• 強度行動障害のある方への支援では、チームとして統一した支援が重要であるが、

支援チームを構築する段階で困難を感じている事業所が一定数存在する状況が見

えてきた。

• また、「人材不足」「知識・スキル不足」は、受入れ事業所に限らず広く挙げられており、

人材育成を個人任せにしない体制づくりの必要性がある。

• 強度行動障害支援者養成研修が各事業所で十分に活用されていない可能性がある。

受講のみならず、受講後にその内容を共有し現場に落とし込んでいく仕組みや環境

が整っていない可能性も示唆され、事業所内でのスキル共有を可能にする体制づく

りも重要であると考えられる。



2．ヒアリング調査

・アンケート調査において、強度行動障害支援者養成研修を受講後も「知

識・スキル不足」を感じているとの回答が一定数確認された。この点に着

目し、プロジェクトチームでは、研修で学んだ内容が現場でどのように活

用されているのか、またチーム支援体制が機能しているかを確認するた

め、強度行動障害のある方を受け入れている事業所を中心にヒアリング

調査を実施することとした。



ヒアリング調査について

1）ヒアリング実施期間

令和7年8月～9月

１件あたり、1.5時間～2.0時間

2）目的：①障害福祉サービス事業所等における人材育成の実態把握

②強度行動障害支援者養成研修の内容が現場で活かされているか

3）対象事業所：合計20カ所

①児発発達支援事業所・児童発達支援センター・放課後等デイサービス

②入所施設（児童・成人）

③日中活動（生活介護・就労継続支援B型事業所）

④共同生活援助（グループホーム）

⑥居宅介護・重度訪問介護



4）調査対象者：障害福祉サービス事業所等における次の２名

①サービス管理責任者（児童発達支援管理責任者）１名

②強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）を受講した支援者１名

※受講者が複数名いる場合には、経験年数が長い方を選出いただいた。

5）調査方法：対面でのヒアリング調査（プロジェクトチームのメンバー2名にて訪問）

6）ヒアリングの主な内容

①強度行動障害支援者養成研修で学んだ内容を現場で活かす事ができているか

②事業所内で支援チームを作る事ができているか

③日々の支援で感じている困りごとや改善点

④今後必要と感じる人材育成の方法や研修内容



強度行動障害支援の現状と組織体制

～研修の定着度とチーム支援の構造～

■ 研修内容の事業反映状況（言及傾向の分析）

 実践導入率：約60% （実践・定着30% ＋ 意識・試行30%の合算）

 氷山モデル、構造化： 多くの事業所で「考え方」は浸透している

 手順書： 作成している事業所でも「形骸化」や「更新の遅れ」が4割近い課題として浮上

 反映の壁（主な阻害要因）：

1.事務工数（50%）： 書類作成の労力が現場を圧迫

2.スキル格差（30%）： 職員によって「氷山モデル」への落とし込み精度に差がある

3.属人化（20%）： 研修受講者の頭の中に留まり、組織共有に至っていない

※AIでヒアリング内容を分析

ヒアリング調査のまとめ①



■ チーム支援の成功要因（ヒアリング抽出）

 ヒアリング調査の中で、チーム支援が比較的機能している事業所では、定期

的な振り返りや情報共有の場が確保されている傾向が見られた。個人担当

制から複数名による支援体制へ移行した事例では、支援者の心理的負担が

軽減されたとの声もあった。

 また、管理者が支援方針や最終的な責任の所在を明確にしている事業所で

は、若手職員を含めた意見交換が行いやすい環境が形成されていることが

確認された。手順書を「加算のための書類」ではなく、支援を支えるツールと

して活用している事業所ほど、実践の定着度が高い傾向が見られた。

※AIでヒアリング内容を分析



• 実践・定着層（約30%）
氷山モデルを全員で作成、手順書が支援を

楽にしている。

• 意識・試行層（約30%）
会議での検討や頭の中にはあるが、書面化や
更新が追いつかない。

• 形骸化・負担層（約30%）
加算のために作成しているが、現場では活用

しきれていない。

• 未導入・困難層（約10%）
そもそも該当者がいない、または作る労力が
ない。

※「導入した60%のうち、半数は運用の継続に課題を感じている」

※AIでヒアリング内容を分析



支援の困難性と外部連携・研修の課題

～支援の限界点と未来に向けた人材育成～

■現場が直面する困難（頻出キーワード分析）

第1位：身体的リスク（他害・自傷）

高学年・成人以降の対応限界

第2位：メンタルヘルス

困難事例に対するストレス、また強い感情的葛藤（自己嫌悪など）を

経験する職員へのケア不足

第3位：性的問題・自立の解釈

思春期以降の特有課題と、支援目標の不一致
※AIでヒアリング内容を分析

ヒアリング調査のまとめ②



■外部連携の現状と障壁

連携不足の割合： 児童系事業所の約7割が、学校や（対象児に支援で関わっている）他事業所と

の「一貫性の欠如」を指摘。また、同業の他事業所との繋がりの希薄さについても言及され、課題

共有だけなく、好事例や支援技法の共有のニーズもうかがえた。

外部からの助言（スーパービジョンやコンサル）を受けた事業所は効果があると答えているが、ヒア

リングの中で言及自体が少なかった（十分に活用されていない可能性）。

■連携の障壁

•情報共有： 各事業所間で、個別支援計画に基づいた支援内容が十分に共有されていない。

•時間（物理的限界）： 互いに多忙で、電話や申し送り程度に留まる。

■家庭との連携：日々の様子を丁寧に伝える時間がとれない、保護者への伝え方（ビジョンの共有

の重要性と難しさ…ご家族とご本人のニーズのずれなど）、家庭環境との調整（支援方法が揃わな

い、服薬への考え方の違い）、家族対応がストレスになることも（難しい要求をされる⇒職務上位者

が対応を担う）



■ 今後の研修ニーズと形態（志向性の集計）

※AIでヒアリング内容を分析

（参加したいが、時間・業務的に参加が難しい）



強度行動障害プロジェクトチームのまとめ

• アンケート調査およびヒアリング調査の結果から、課題が整理でき

たため以下で報告をする。

• 整理できた課題から、静岡市の支援体制として有効と考えられるこ

とを、提案・提言する。



課題及び対応する支援体制の提案

強度行動障害の状態にある方への支援は、特別な専門支援ではなく「標
準的支援（※1）」であり、個人対応ではなく、人材育成とチーム支援体制の
構築を中核とすることが重要である。そのためにこれまでを踏まえて、下の
ような取組を提案する。

●ポイント１： 予防的支援の拡大と共通理解の形成
●ポイント２： 強度行動障害の状態にある児者への支援体制の構築
●ポイント３： 支援者を育成するトレーナー層の育成

●実装に向けた役割分担と支援体制の補足

※1…標準的支援：障害特性を踏まえた機能的アセスメント（※2）を行い、強度行動障害を引き起こして
いる環境を調整する支援

※2…機能的アセスメント：課題となっている行動がどのような意味（機能）を持っているか調べる



① 予防的支援の拡大と共通理解の形成

乳幼児期・学齢期など早期に標準的支援を行うことが、強度行動障害の予

防に繋がる。一方で、対象者の年齢や制度による用語・認識の違いや認識不

足により支援が繋がっていかない実態があるため、ライフステージを通じ共通

する支援技法や特性など、共通理解を形成していくための研修が必要である。

⇒「強度行動障害は特別な人だけの支援」という誤解を解消する

⇒切れ目のない支援（幼少期から支援を継続して受けるという意味だけでな

く、その方のこれまでと今後のライフステージも包括的に捉え、それぞれの段

階の特性やあらわれ等への理解を踏まえた支援）を行う



②強度行動障害の状態にある児者への支援体制

• 強度行動障害の状態にある児者への支援には、サービス管理責任者等

の管理者や強度行動障害支援者養成研修修了者などを中心としたチー

ム支援体制が不可欠である。個人の経験や力量に依存しないよう、支援

手順書や氷山モデル等を活用した統一的な支援を行うことが重要である。

⇒障害者本人の安心や支援の質の安定ということでだけでなく、

支援者の孤立防止や燃え尽き症候群の防止につながる



③ 支援者を育成するトレーナー層の育成

• 強度行動障害支援者養成研修修了だけでは現場実践は不十分であり、

初級・中級・上級・スペシャリストという段階的な人材育成が必要である。

• 中期的には、上級人材の支援を実践に落とし込める中級支援者層を厚

くすることが、事業所の支援力の底上げ＝地域の支援力の底上げにつ

ながる。

⇒座学的な研修だけでは不十分であることから、OJTやコンサルテーショ

ンの活用が必要であり、それを担う地域の人材の育成が必要となる

（中核的人材や広域的支援人材の確保）



まとめ

• 人材育成を階層別に整理し、研修情報などを体系的に提供する体制

を構築すること。

• 研修のみでは限界があることから、OJTやコンサルテーションを含めた

実践的な取り組みを行うことで、中級の支援者の層を厚くすることを人

材育成の中期的な取り組みとして行うこと。

• 強度行動障がい者支援施設等サポート事業については、一定の効果

が確認されたものの、活用のしやすさや運営面の課題も指摘されてお

り、これまで述べた提案等を踏まえた検討を行い、人材育成の取組と

して継続されることが有効である。



初級①

初級②

中級①

中級②上級

スペシャリスト

経験年数０～２年
目指す像：知的障害や発達障害など基本的な知識（特性理解）と
基本的な支援を理解し、指示のもとで実践できる。

経験年数２～４年／強度行動障害支援者養成研修（基礎）修了
目指す像：知的障害や発達障害など基本的な知識（特性理解）と基本的な支援
を理解し、手順書や支援方針を理解して安定して支援ができる。

経験年数４～７年／強度行動障害支援者養成研修（実践）修了

目指す像：手順書や支援方針を理解して支援ができるなど基礎研修の実
践を踏まえ、個別の特性を踏まえたアセスメントの実践、支援手順・支援
方針を助言を受けながら、組み立てられる。

経験年数４～７年 チーム支援の実践者

目指す像：実践研修を踏まえ、個別の特性を踏まえたアセスメントの実践
や支援手順・支援方針を、自分で組み立てられる。

経験年数７～１０年 施設の支援の中心的役割を担う人

目指す像：強度行動障害の人が悪化したときの支援も含め、施設内をチ
ームとして組み立てられるよう、助言や指導が可能となる。
（中核的人材）

強度行動障害の方の支援の実践経験があり、他施設への助言が可能

目指す像：コンサルテーションやチーム作りなど、自分の施設以外の地域
事業所を支援できる。（広域的人材）

静岡市の人材育成ビジョン 令和７年（改定版）



実装に向けた役割分担と支援体制の補足

（１）事業所に求められる視点

・強度行動障害の状態にある児者への支援は、個人任せではなくチームとして統
一した支援を行うことが必要である。

・支援手順書や記録は形式的なものではなく、支援を支えるツールとして継続的に
活用することが重要である。

・実直で継続的な実践と、困難時に相談できる体制づくりが求められる。

（２）関係機関との連携に関する視点

・事業所、学校、医療機関、相談支援機関等が連携し、支援が分断されない体制
を整えることが重要である。

・単独の事業所で抱え込まず、それぞれの強みを活かした役割分担と情報共有が
必要である。

・支援者同士が学び合い、支え合う人材ネットワークの構築が求められる。



実装に向けた役割分担と支援体制の補足

（３）市（行政）に求められる視点

・市は、自立支援協議会等の場を活用しながら、地域全体の支援体制の整理と調
整を進める必要がある。

・支援につながっていない本人・家族を把握し、相談支援機関等と連携してフォロ
ーしていくことが重要である。

・乳幼児期から成人期まで、ライフステージを通じた切れ目のない支援が行われ
るよう、福祉・教育・医療の連携を図る 制度運用（区分認定等…※参考資料あ
り）についても、現場での理解が進むよう周知・整理が必要である。



令和8年6月 地域生活・地移行支援部会
強度行動障がい者支援PT

NPO法人まあぶる望月晃次座長

川口花恵

障害者支援施設宍原荘牧田孝行

清水区障がい者相談支援センターそら深澤しづか

放課後等デイサービス はれのひ東美都希

静岡市発達障害者支援センター「きらり」稲葉俊彦

福田善通

水野和佳奈

※調査等にご協力いただいた方…静岡市内の事業所のみなさま

ありがとうございました。



【参考資料】

区分調査について

「行動関連項目の評価は、行動上の障害が生じないように行っている支援
や配慮、投薬等の頻度を含め判断することとされており、「行動上の障害が
現れた場合」と「行動上の障害が現れないように支援している場合」は同等
の評価となるが、 この取扱いについて、市町村の認定調査員の理解が不
足しているケースも見受けられるため、改めて周知徹底を図ることが必要で
ある。」
（厚生労働省

令和５年３月３０日「強度行動障害を有する者の地域支援体制に関する検討会」報告書 P16 より、抜粋）



【参考資料】
「3歳までに強度行動障害の状態となる高リスクのこどもを把握し、対
応していくことが重要である。強度行動障害を有する児者の保護者
へのインタビュー調査からは、３歳児健診までに睡眠の問題、多動性、
こだわりが非常に強かった児が一定数おり、小学校時代（10歳以降）
に強度行動障害の諸症状が悪化し、思春期でかなり顕著になってい
くというパターンがみられた。強度行動障害の状態を予防するために
は、3歳児健診等で、重度の知的障害を伴う自閉スペクトラム症のあ
るこどもの中で特に睡眠の問題があり、こだわりが強く衝動性がある
こどもを把握して、早期にこどもと家族への支援を開始することが重
要である。」
（厚生労働省

令和５年３月３０日 「強度行動障害を有する者の地域支援体制に関する検討会」 報告書P２０ より、抜粋）

予防の観点から、児童発達支援事業所・放課後等デイサービス事業所の役割
が重要で児童指導員・保育士等の支援員の支援の質の向上は必須である。



対象の階層 研修テーマ 内容

社会福祉の基本理念 個人の尊厳の保持・ 自己決定の尊重・ ノ ーマラ イ ゼーショ ン

福祉職と しての基礎的な対人マナー・ 福祉職員の倫理綱領

虐待防止・ 権利擁護・ 意思決定支援

リ ス ク マネジメ ン ト

対人援助における コ ミ ュ ニケーショ ン（ 受容と 共感）

定義と 特徴（  IQ（ 知能指数） の目安、 概念的・ 社会的・ 実用的領域に

おける 適応機能の特徴）

発達障害と の関連： 知的障害と 自閉ス ペク ト ラ ム 症（ ASD） やADHD

などの重複

ラ イ フ ス テージに応じ た生活と ニーズの変遷の理解

ノ ーマラ イ ゼーショ ン と 権利擁護

尊厳の保持・ 意思決定支援

虐待防止と 身体拘束の適正化

コ ミ ュ ニケーショ ン 支援： 伝わり やすい言葉かけ、 視覚的支援（ 絵

カード 、 構造化） 、 相手のペース に合わせた関わり 方

構造化と 環境調整

ポジティ ブな行動支援： 叱る のではなく 、 望ま し い行動を 増やし 、 成

功体験を 積む（ 行動の分析と 対応）

障害福祉の制度と 事業内容

福祉職と しての基礎的な対人マナーと 心構え

安全な移乗・ 身体介助の基礎

こ ども の発達（ 幼少期の子ども の育ち）

自閉症の方が見ている 世界の理解（ 本人の視点）

自閉症の特性と 支援（ 対人・ 社会性）

自閉症の特性と 支援（ コ ミ ュ ニケーショ ン ）

自閉症の特性と 支援（ 想像力・ こ だわり ）

自閉症の特性と 支援（ 感覚過敏・ 感覚鈍麻）

自閉症の特性（ 見通し ・ 開始と 終了の切り 替え）

自閉症の特性（ 問題行動の理解・ 虐待防止に向けた支援の組み立て）

具体的な支援（ ト ーク ン・ 視覚支援・ ルール作り ・ ソ ーシャ ルス ト ー

リ ー）

ADHDの特性と 支援（ 不注意・ 多動性）

ADHDの特性と 支援(報酬系・ 実行機能障害）

LDの特性と 支援

自閉症の特性（ 構造化の必要性・ 学習ス タ イ ル）

具体的な支援（ ト ーク ン・ 視覚支援・ ルール作り ・ ソ ーシャ ルス ト ー

リ ー）

自閉症の特性（ プロ ン プト ・ 観察・ 記録・ 評価のポイ ン ト ）

自閉症の特性（ 見通し ・ 開始と 終了の切り 替え）

自閉症の特性（ ラ イ フ ス キルの獲得・ 自立課題）

自閉症の特性（ 問題行動の理解と 対応）

支援手順書の活用方法

氷山モデルの活用方法

家族支援と 愛着形成

PECSの概要

動線や目的に合わせた構造化

行動の理解と 対応

適切なス キル獲得のための支援と パニッ ク への対応

余暇支援

特性や認知のアセス メ ント

イ ン テーク の実践と プロ フィ ールの作成

氷山モデルを 活用し た背景のアセス メ ント

応用行動分析： 行動の機能（ 目的） の分析と 支援

自立課題の作成

課題分析と プラ ン ニン グ

チーム支援について

支援の手順書・ 記録・ 手順の変更

強度行動障害と 医療

コ ミ ュ ニケーショ ンツ ール PECSの実践①

自立課題の作成

動線や特性を 意識し た構造化の実践

ス キルの上達に合わせた自立課題のブラ ッ シュ アッ プ

支援プラ ン の立案・ 作成

チームづく り

応用行動分析： 行動の機能（ 目的） の分析と 支援

強度行動障害支援者養成研修（ 実践）

コ ミ ュ ニケーショ ンツ ール PECSの実践②

SVを 受ける

自施設での勉強会講師を 務める

支援プラ ン の見直し （ PDCAサイ ク ル）

中核的人材養成研修の実

施について（ こ 支障第

308号、 障発0718第５

号）

参考にし たガイ ド ラ イ ン

強度行動障害支援者養成

研修（ 基礎）

社協キャ リ アパス 研修

（ 初任者） の要綱よ り

・ 障害者ケアガイ ド ラ イ

ン （ 平成14年施行）

・ 障害福祉サービ ス 等の

提供に係る 意思決定支援

ガイ ド ラ イ ンよ り

国立機関・ 専門家の連携と 地

域研修の実態調査によ る 発達

障害児者支援の効果的な研修

の開発 (R2)

強度行動障害支援者養成

研修（ 基礎）

強度行動障害支援者養成

研修

（ 実践）

強度行動障害支援者養成

研修

（ 基礎）

中級②から 上級

へス テッ プアッ

プ

中核的人材養成研修

知的障害の理解

知的障害の基礎知識、

支援・ コ ミ ュ ニケーショ ン 技術、

権利擁護と 虐待防止、

職員の役割と ス キルアッ プ

初級①

発達障害の理解

特性の理解（ 概論）

ラ イ フ ス テージに沿っ た支援

実践的な支援技術（ アセス メ ント と

個別の支援計画作成）

発達障害の理解

行動障害への対応・ 支援、

構造化の工夫、 コ ミ ュ ニケーショ ン

ツ ール

家族・ 周囲の支援

初級①から 初級

②へス テッ プ

アッ プ

福祉倫理と 権利擁護

中級①から 中級

②へス テッ プ

アッ プ

初級②から 中級

①へス テッ プ

アッ プ

 強度行動障害支援者養成研修（ 実践）

強度行動障害支援者養成研修

（ 基礎）


